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(57)【要約】
【課題】引戸の上端部と下端部とを同調させることがで
きかつ引戸のバタつきを防止できる引戸装置を提供する
。
【解決手段】引戸装置５は、左引戸51と、上下一対のガ
イドレール37と、左引戸51の上端部と下端部とを同調さ
せるための同調機構55とを備える。同調機構55は、上下
方向の軸体131を有し、軸体131の上下方向両端部には取
付体132を設ける。軸体131の上下方向両端部には、左引
戸51が閉位置に位置した状態時には接近状態となり左引
戸51が開位置に位置した状態時には離反状態となる回動
体136を回動可能に設ける。各回動体136にはガイドレー
ル37に沿って走行する被ガイド体137を設ける。軸体131
の上下方向両端部には回動体136を接近状態となるよう
に付勢するねじりコイルばねを設ける。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　閉位置に位置して開口部を閉鎖し、開位置に位置して前記開口部を開口させる引戸と、
　互いに離間対向する上下対をなすガイドレールと、
　前記引戸の上端部と下端部とを同調させるための同調機構とを備え、
　前記同調機構は、
　上下方向の軸体と、
　この軸体の上下方向両端部に設けられ、前記引戸に取り付けられた取付体と、
　前記軸体の上下方向両端部にこの軸体を中心として回動可能に設けられ、前記引戸が閉
位置に位置した状態時には前記取付体に接近した接近状態となり、前記引戸が開位置に位
置した状態時には前記取付体から離反した離反状態となる回動体と、
　この各回動体に設けられ、前記対応するガイドレールに沿って走行する被ガイド体と、
　前記回動体を接近状態となるように付勢する付勢手段とを有する
　ことを特徴とする引戸装置。
【請求項２】
　同調機構は、引戸が閉位置に位置した状態時には回動体を接近状態に位置決めし、前記
引戸が開位置に位置した状態時には前記回動体を離反状態に位置決めする位置決め手段を
有する
　ことを特徴とする請求項１記載の引戸装置。
【請求項３】
　位置決め手段は、
　回動体に形成された接近状態用凹部および離反状態用凹部と、
　引戸が閉位置に位置した状態時には前記接近状態用凹部と係合し、前記引戸が開位置に
位置した状態時には前記離反状態用凹部と係合する位置決め体と、
　この位置決め体を前記回動体側に向けて付勢する付勢体とを有する
　ことを特徴とする請求項２記載の引戸装置。
【請求項４】
　被ガイド体は、
　回動体に昇降可能に設けられた昇降部材と、
　この昇降部材に設けられ、対応するガイドレールと係合してこのガイドレールに沿って
走行する被ガイド部材と、
　前記昇降部材を前記対応するガイドレール側に向けて付勢する付勢部材とを有する
　ことを特徴とする請求項１ないし３のいずれか一記載の引戸装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、同調機構によって引戸の上端部と下端部とを同調させることができかつ引戸
のバタつきを防止できる引戸装置に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば下記の特許文献１に記載された引戸装置が知られている。
【０００３】
　この従来の引戸装置は、開口部を開閉する引戸と、互いに離間対向する上下対をなすガ
イドレールと、引戸の上端部と下端部とを同調させるための同調機構とを備えている。ま
た、この同調機構は、引戸に支持体を介して回動可能に取り付けられた上下方向の軸体と
、軸体の上端部に設けられ上側のガイドレールに沿って走行する水平ローラと、軸体の下
端部に形成され下側のガイドレールに沿って移動するレール挿入端部とを有している。
【特許文献１】特表２００６－５２２８８２号公報（図９等）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
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【０００４】
　しかしながら、上記従来の引戸装置では、確かに同調機構によって引戸の上端部と下端
部とを同調させることができるものの、その同調機構には引戸のバタつきを防止する機能
がない。
【０００５】
　本発明は、このような点に鑑みなされたもので、同調機構によって引戸の上端部と下端
部とを同調させることができかつ引戸のバタつきを防止できる引戸装置を提供することを
目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　請求項１記載の引戸装置は、閉位置に位置して開口部を閉鎖し、開位置に位置して前記
開口部を開口させる引戸と、互いに離間対向する上下対をなすガイドレールと、前記引戸
の上端部と下端部とを同調させるための同調機構とを備え、前記同調機構は、上下方向の
軸体と、この軸体の上下方向両端部に設けられ、前記引戸に取り付けられた取付体と、前
記軸体の上下方向両端部にこの軸体を中心として回動可能に設けられ、前記引戸が閉位置
に位置した状態時には前記取付体に接近した接近状態となり、前記引戸が開位置に位置し
た状態時には前記取付体から離反した離反状態となる回動体と、この各回動体に設けられ
、前記対応するガイドレールに沿って走行する被ガイド体と、前記回動体を接近状態とな
るように付勢する付勢手段とを有するものである。
【０００７】
　請求項２記載の引戸装置は、請求項１記載の引戸装置において、同調機構は、引戸が閉
位置に位置した状態時には回動体を接近状態に位置決めし、前記引戸が開位置に位置した
状態時には前記回動体を離反状態に位置決めする位置決め手段を有するものである。
【０００８】
　請求項３記載の引戸装置は、請求項２記載の引戸装置において、位置決め手段は、回動
体に形成された接近状態用凹部および離反状態用凹部と、引戸が閉位置に位置した状態時
には前記接近状態用凹部と係合し、前記引戸が開位置に位置した状態時には前記離反状態
用凹部と係合する位置決め体と、この位置決め体を前記回動体側に向けて付勢する付勢体
とを有するものである。
【０００９】
　請求項４記載の引戸装置は、請求項１ないし３のいずれか一記載の引戸装置において、
被ガイド体は、回動体に昇降可能に設けられた昇降部材と、この昇降部材に設けられ、対
応するガイドレールと係合してこのガイドレールに沿って走行する被ガイド部材と、前記
昇降部材を前記対応するガイドレール側に向けて付勢する付勢部材とを有するものである
。
【発明の効果】
【００１０】
　請求項１に係る発明によれば、同調機構は、引戸が閉位置に位置した状態時には取付体
に接近した接近状態となり引戸が開位置に位置した状態時には取付体から離反した離反状
態となる回動体と、回動体に設けられ対応するガイドレールに沿って走行する被ガイド体
と、回動体を接近状態となるように付勢する付勢手段とを有するため、この同調機構によ
って引戸の上端部と下端部とを同調させることができかつ引戸のバタつきを防止できる。
【００１１】
　請求項２に係る発明によれば、同調機構の位置決め手段にて、引戸が閉位置に位置した
状態時には回動体を接近状態に位置決めでき、引戸が開位置に位置した状態時には回動体
を離反状態に位置決めできる。
【００１２】
　請求項３に係る発明によれば、位置決め手段は、引戸が閉位置に位置した状態時には接
近状態用凹部と係合し引戸が開位置に位置した状態時には離反状態用凹部と係合する位置
決め体と、位置決め体を回動体側に向けて付勢する付勢体とを有するため、この位置決め
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手段にて回動体を適切に位置決めできる。
【００１３】
　請求項４に係る発明によれば、被ガイド体が昇降部材、被ガイド部材および付勢部材を
有する構成であるから、同調機構を上下対をなすガイドレール間に容易に装着できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明の引戸装置の一実施の形態を図面を参照して説明する。
【００１５】
　図１ないし図８において、１は戸棚等の収納装置で、この収納装置１は、前面に略矩形
状の開口部である前面開口部２を有するとともにこの前面開口部２を介して被収納物（図
示せず）が出し入れされる収納空間部３を内部に有する略直方体状の箱形状の収納装置本
体４と、この収納装置本体４の前面開口部２を開閉する引戸装置５とにて構成されている
。
【００１６】
　収納装置本体４は、上下に互いに離間対向する上板11および下板12を備えている。上板
11の左端部と下板12の左端部とが左側板13にて連結され、上板11の右端部と下板12の右端
部とが右側板14にて連結され、上板11の後端部と下板12の後端部とが後板15にて連結され
ている。なお、下板12の下面は平坦面状に形成されている。
【００１７】
　上板11の上面には、前後に互いに離間対向する左右方向長手状の前後一対のガイドレー
ル21，22が設けられている。各ガイドレール21，22は、上板11の左端部から右端部にわた
って位置している。前側のガイドレール21は後方に向って開口する断面略Ｃ字状の案内溝
部23を有し、後側のガイドレール22は前方に向って開口する断面略Ｃ字状の案内溝部24を
有している。
【００１８】
　上板11の上面における両ガイドレール21，22間の位置には、上方に向って開口する断面
略コ字状をなす凹溝形状の前後２本の上ガイドレール26，27、つまり前側の上前ガイドレ
ール26と、この上前ガイドレール26より短い後側の上後ガイドレール27とが設けられてい
る。上前ガイドレール26は、左右方向長手状の直線状ガイド部28と、この直線状ガイド部
28の左右方向両端部に連設された円弧状の円弧状ガイド部29とを有している。上後ガイド
レール27は、上前ガイドレール26の直線状ガイド部28より短い左右方向長手状の直線状ガ
イド部30と、この直線状ガイド部30の左右方向両端部に連設された円弧状ガイド部31とを
有している。
【００１９】
　なお、上前ガイドレール26の左端部の円弧状ガイド部29が上板11の左端部近傍に位置し
、上前ガイドレール26の右端部の円弧状ガイド部29が上板11の右端部近傍に位置している
。
【００２０】
　また、上板11の下面前端部および下板12の上面前端部には、上下に互いに離間対向する
左右方向長手状の上下一対のガイドレール36，37が設けられている。上側のガイドレール
36は、図５に示されるように、下方に向って開口する断面略コ字状をなす凹溝形状のもの
で、上板11の下面左端部から下面右端部にわたって位置している。下側のガイドレール37
は、図２ないし図４に示されるように、上方に向って開口する断面略コ字状をなす凹溝形
状のもので、下板12の上面左端部から上面右端部にわたって位置している。
【００２１】
　なお、ガイドレール21，22，36，37および上ガイドレール26，27にて、引戸装置５の案
内手段42が構成されている。
【００２２】
　引戸装置５は、図１ないし図８等に示すように、収納装置本体４の前面開口部２を開閉
する略矩形板状の複数、すなわち例えば左右一対をなす左引戸51および右引戸52を備えて
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いる。
【００２３】
　そして、前面開口部２の全閉鎖時には両引戸（扉体）51，52が左右方向に並んで同一面
上に位置する左右フラット状態（つまり両引戸51，52の各前面が左右方向に並んで同一面
上に位置する状態）となり、前面開口部２の開口時には両引戸51，52が前後方向に重なり
合って位置する引き違い状態となる。
【００２４】
　すなわち、左引戸51は、収納装置本体４に対して回動可能でかつ前後左右方向に移動可
能で、閉動作により閉位置に位置して前面開口部２の左側である左半部を閉鎖し、開動作
により開位置に位置して前面開口部２の左半部を開口させる。つまり、左引戸51は、前面
開口部２の全閉鎖時には左右方向に沿った姿勢で前面開口部２の左半部前方の閉位置に位
置し（図２および図６参照）、前面開口部２の左半部開口時には左右方向に沿った姿勢で
閉位置の右引戸52の前方の開位置に位置する（図８参照）。また、左引戸51は、開動作初
期時および閉動作終期時にのみ、平面視時計回りの回動により左右方向に沿った姿勢から
左右方向に対してやや傾斜した傾斜姿勢（右端ほど前方に位置する傾斜姿勢）に姿勢変更
する（図３および図７参照）。
【００２５】
　同様に、右引戸52は、収納装置本体４に対して回動可能でかつ前後左右方向に移動可能
で、閉動作により閉位置に位置して前面開口部２の右側である右半部を閉鎖し、開動作に
より開位置に位置して前面開口部２の右半部を開口させる。つまり、右引戸52は、前面開
口部２の全閉鎖時には左右方向に沿った姿勢で前面開口部２の右半部前方の閉位置に位置
し、前面開口部２の右半部開口時には左右方向に沿った姿勢で閉位置の左引戸51の前方の
開位置に位置する。また、右引戸52は、開動作初期時および閉動作終期時にのみ、平面視
反時計回りの回動により左右方向に沿った姿勢から左右方向に対してやや傾斜した傾斜姿
勢（左端ほど前方に位置する傾斜姿勢）に姿勢変更する。
【００２６】
　そして、各引戸51，52の上端部後面には走行ユニットである上走行ユニット53が取り付
けられ、各上走行ユニット53はガイドレール21，22および上ガイドレール26，27に走行自
在に係合している。
【００２７】
　また、各引戸51，52の後面外端部（左引戸51の後面左端部および右引戸52の後面右端部
）には、各引戸51，52の動作時に各引戸51，52の上端部と下端部とを同調させるための同
調機構55が取り付けられ、各同調機構55は上下一対のガイドレール36，37間に走行自在に
装着されている。
【００２８】
　ここで、左引戸51側の上走行ユニット53および同調機構55と、右引戸52側の上走行ユニ
ット53および同調機構55とは、左右対称に構成されている点が異なるのみで基本的構成は
同一であるため、以下、左引戸51側の上走行ユニット53および同調機構55を中心に説明す
る。
【００２９】
　上走行ユニット53は、図９ないし図１６等に示すように、ガイドレール21，22に沿って
左右方向に走行する走行体56と、走行体56の左端部に前後方向に沿った状態と前後方向に
対してやや傾斜した状態との間で上下方向の前側軸（縦軸線）59を中心として左右方向に
回動可能に取り付けられた前後方向長手状の左案内体57と、走行体56の右端部に前後方向
に沿った状態と前後方向に対してやや傾斜した状態との間で上下方向の前側軸（縦軸線）
60を中心として左右方向に回動可能に取り付けられた前後方向長手状の右案内体58とを備
えている。なお、左案内体57と右案内体58とは、互いに平行状に配置され、平行状態を略
維持したまま左右方向に回動する。
【００３０】
　走行体56は、ベース板61を備え、このベース板61は、左右方向長手状で略矩形状の水平



(6) JP 2010-101058 A 2010.5.6

10

20

30

40

50

板部62と、水平板部62の前端部から下方に向って一体に突出した左右方向長手状で略矩形
状の前垂直板部63と、水平板部62の後端部から下方に向って一体に突出した左右方向長手
状で略矩形状の後垂直板部64とを有している。
【００３１】
　水平板部62の左端縁は前端側に位置し前後方向に沿った縁部分62aとこの縁部分62aの後
端に連設され前後方向に対してやや傾斜した方向に沿った縁部分62bとを有し、また水平
板部62の右端縁は後端側に位置し前後方向に沿った縁部分62cとこの縁部分62cの前端に連
設され前後方向に対してやや傾斜した方向に沿った縁部分62dとを有している（図１４等
参照）。
【００３２】
　水平板部62の左端部前側には円形状の左孔部65が形成され、左端部後側には左孔部65を
中心とする略円弧状の左長孔部66が形成され、この左長孔部66は左端縁の縁部分62bに開
口している。水平板部62の右端部前側には円形状の右孔部67が形成され、右端部後側には
右孔部67を中心とする略円弧状の右長孔部68が形成され、この右長孔部68は右端縁の縁部
分62cに開口している。水平板部62の左右両側には、前後方向長手状の長孔部69，70が形
成されている。
【００３３】
　また、ベース板61の前垂直板部63の左右方向両端部には前ローラ71が前後方向の軸72を
介して回転可能に取り付けられ、この各前ローラ71は前側のガイドレール21の案内溝部23
内に回転可能に嵌合され回転しながらその案内溝部23に沿って走行する。
【００３４】
　さらに、ベース板61の後垂直板部64の左右方向両端部および左右方向中間部には後ロー
ラ73が前後方向の軸74を介して回転可能に取り付けられ、この各後ローラ73は後側のガイ
ドレール22の案内溝部24内に回転可能に嵌合され回転しながらその案内溝部24に沿って走
行する。後垂直板部64の左右方向中央部には、係合ピン75が取り付けられている。なお、
右引戸52に取り付けられた上走行ユニット53では、係合ピン75が前垂直板部63の左右方向
中央部に取り付けられている。
【００３５】
　左案内体57は、前後方向長手状の案内本体81と、案内本体81の前側に取り付けられ上端
側が案内本体81の上面から上方に向って突出した上下方向の前側軸59と、案内本体81の後
側に取り付けられ上端側が案内本体81の上面から上方に向って突出した上下方向の後側軸
82とを有している。
【００３６】
　案内本体81には、左側方である外側方に向って開口する断面略Ｃ字状をなす前後方向の
案内溝部83が形成されている。この案内溝部83は、溝内上面84、溝内下面85、内方側の溝
内側面86および外方側の溝内側面87を有している（図１２参照）。
【００３７】
　左案内体57の前側軸59は、走行体56のベース板61の水平板部62の左孔部65に嵌挿され、
この前側軸59のうち左孔部65から上方に突出した上端部には略円板状の抜止め部材88が取
り付けられている。また、左案内体57の後側軸82は、走行体56のベース板61の水平板部62
の左長孔部66内にこの左長孔部66に沿って左右方向に移動可能に挿通され、この後側軸82
のうち左長孔部66から上方に突出した上端部には略円板状の抜止め部材89が取り付けられ
ている。この抜止め部材89は、左案内体57の回動時に水平板部62の左端部の上面上を摺動
する。
【００３８】
　右案内体58は、例えば左案内体57と左右対称をなすもので、前後方向長手状の案内本体
91と、案内本体91の前側に取り付けられ上端側が案内本体91の上面から上方に向って突出
した上下方向の前側軸60と、案内本体91の後側に取り付けられ上端側が案内本体91の上面
から上方に向って突出した上下方向の後側軸92とを有している。
【００３９】
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　案内本体91には、右側方である外側方に向って開口する断面略Ｃ字状をなす前後方向の
案内溝部93が形成されている。この案内溝部93は、溝内上面94、溝内下面95、内方側の溝
内側面96および外方側の溝内側面97を有している（図１２参照）。
【００４０】
　右案内体58の前側軸60は、走行体56のベース板61の水平板部62の右孔部67に嵌挿され、
この前側軸60のうち右孔部67から上方に突出した上端部には略円板状の抜止め部材98が取
り付けられている。また、右案内体58の後側軸92は、走行体56のベース板61の水平板部62
の右長孔部68内にこの右長孔部68に沿って左右方向に移動可能に挿通され、この後側軸92
のうち右長孔部68から上方に突出した上端部には略円板状の抜止め部材99が取り付けられ
ている。この抜止め部材99は、右案内体58の回動時に水平板部62の右端部の上面上を摺動
する。なお、前側軸59，60および後側軸82，92の各下端部には、略円板状の抜止め部材10
0が取り付けられている。
【００４１】
　また、上走行ユニット53は、図６ないし図１３等に示すように、左案内体57の案内溝部
83に沿って前後方向（前後方向に対してやや傾斜した方向を含む）に走行する複数、例え
ば前後２つの左ローラ102および右案内体58の案内溝部93に沿って前後方向（前後方向に
対してやや傾斜した方向を含む）に走行する複数、例えば前後２つの右ローラ103を有し
左引戸51が取り付けられこの左引戸51を支持する引戸取付体101を備えている。
【００４２】
　引戸取付体101は、ベース板106を備え、このベース板106は、左右方向長手状で略矩形
状の水平板部107と、水平板部107の前端部から下方に向って一体に突出した左右方向長手
状で略矩形状の引戸取付部である前垂直板部108と、水平板部107の左端部後側から下方に
向って突出した略矩形状の左垂直板部109と、水平板部107の右端部後側から下方に向って
突出した略矩形板状の右垂直板部110とを有している。
【００４３】
　また、ベース板106の水平板部107の下面の左右両側からは、上下方向のローラ用軸111
，112が下方に向って突出して走行体56の水平板部62の長孔部69，70に挿通され、このロ
ーラ用軸111，112の下端部に水平ローラ113，114が回転可能に取り付けられている。そし
て、左側の水平ローラ113は上前ガイドレール26内に回転可能に嵌合され回転しながらそ
の上前ガイドレール26に沿って走行し、右側の水平ローラ114は上後ガイドレール27内に
回転可能に嵌合され回転しながらその上後ガイドレール27に沿って走行する。
【００４４】
　さらに、ベース板106の前垂直板部108の左右両側には戸吊具115が取り付けられ、この
戸吊具115を介して左引戸51がベース板106の前垂直板部108に吊下げ状態として取り付け
られている。この戸吊具115の基本的構成は、例えば特願２００７－１１４６４８号明細
書に記載されたものと同一で、左右調整用ねじおよび上下調整用ねじ等を有している。
【００４５】
　なお、引戸取付体101の前垂直板部108に戸吊具115を取り付けた構成には限定されず、
左引戸51の上端部に戸吊具115を取り付けた構成でもよい。
【００４６】
　また、ベース板106の左垂直板部109の前後方向両端部には、左ローラ102が左垂直板部1
09の内方近傍に位置するように左右方向の軸116を介して回転可能に取り付けられ、これ
ら前後２つの左ローラ102は左案内体57内に前後に互いに離間対向した状態で収納配設さ
れている。つまり、各左ローラ102は、左案内体57の案内溝部83内に外側方に抜け出ない
状態で回転可能に嵌合され、左引戸51の開動作初期時および閉動作終期時には所定方向に
回転しながらその案内溝部83に沿って走行する。
【００４７】
　例えば図１３に示すように、左引戸51の開動作初期時には、前側の左ローラ102は下端
が案内溝部83の溝内下面85に圧接した状態で所定方向（図１３中、時計回り）に回転しな
がら前方に走行し、後側の左ローラ102は上端が案内溝部83の溝内上面84に圧接した状態
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で所定方向（図１３中、反時計回り）に回転しながら前方に走行する。また、各左ローラ
102は、内方側の溝内側面86との当接により内方側への移動が規制され、外方側の溝内側
面87との当接により外方側への移動が規制される。
【００４８】
　同様に、ベース板106の右垂直板部110の前後方向両端部には、右ローラ103が右垂直板
部110の内方近傍に位置するように左右方向の軸117を介して回転可能に取り付けられ、こ
れら前後２つの右ローラ103は右案内体58内に前後に互いに離間対向した状態で収納配設
されている。つまり、各右ローラ103は、右案内体58の案内溝部93内に外側方に抜け出な
い状態で回転可能に嵌合され、左引戸51の開動作初期時および閉動作終期時には所定方向
に回転しながらその案内溝部93に沿って走行する。
【００４９】
　なお、図示しないが、右ローラ103は、左ローラ102と同じように、例えば左引戸51の開
動作初期時には前側の右ローラ103は下端が溝内下面95に圧接した状態で回転しながら前
方に走行し、後側の右ローラ103は上端が溝内上面94に圧接した状態で前側のとは反対方
向に回転しながら前方に走行し、また内方側の溝内側面96との当接により内方側への移動
が規制されかつ外方側の溝内側面97との当接により外方側への移動が規制される。
【００５０】
　さらに、上走行ユニット53は、図１１および図１４等に示すように、走行体56と引戸取
付体101との間に設けられ引戸取付体101を後方に付勢する付勢手段である引張コイルばね
121を備えている。引張コイルばね121の一端部である前端部が引戸取付体101のベース板1
06の水平板部107の下面に取り付けられ、引張コイルばね121の他端部である後端部が走行
体56のベース板61の水平板部62の上面に取り付けられている。
【００５１】
　また、走行体56のベース板61の水平板部62の上面には、左引戸51の閉動作終期時に引張
コイルばね121の付勢力による引戸取付体101の速度（左引戸51の閉動作速度）を徐々に減
少させるガススプリング等の緩衝手段122が取り付けられている。この緩衝手段122は、本
体部123とこの本体部123内に対して出入りするロッド部124とを有し、引戸取付体101のベ
ース板106の水平板部107の下面にはロッド部124の先端が当接するロッド受け部材125が取
り付けられている（図７参照）。
【００５２】
　さらに、後側のガイドレール22の案内溝部24内には、左引戸51の閉動作終期時および開
動作終期時に走行体56の係合ピン75との係合により走行体56の速度（左引戸51の速度）を
徐々に減少させる緩衝手段（図示せず）が配設されている。また、前側のガイドレール21
の案内溝部23内には、右引戸52の閉動作終期時および開動作終期時に走行体56の係合ピン
75との係合により走行体56の速度（右引戸52の速度）を徐々に減少させる緩衝手段（図示
せず）が配設されている。
【００５３】
　同調機構55は、図１７ないし図２３に示すように、軸方向長さ寸法が左引戸51の上下方
向長さ寸法と略同じ円筒状パイプにて構成された上下方向の軸体131と、この軸体131の上
下方向両端部にそれぞれ固設された取付体132とを有している。なお、軸体131は、円筒状
パイプからなるもの以外に、例えば中実の丸軸棒、断面Ｄ型の軸棒、或いは断面矩形状の
軸棒等からなるものでもよい。
【００５４】
　上側の取付体132は左引戸51の後面左端部の上端部に固定して取り付けられ、下側の取
付体132は左引戸51の後面左端部の下端部に固定して取り付けられている。左引戸51の後
面左端部の上下方向中間部には、複数、例えば２つの支持体133が固定して取り付けられ
、各支持体133の孔部134に軸体131が嵌挿されている。こうして軸体131は取付体132およ
び支持体133を介して左引戸51の後面左端部に固定されている。各取付体132は、例えば略
矩形板状のもので、前面に取付面135を有し、この取付面が左引戸51の後面に取り付けら
れている。
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【００５５】
　また、同調機構55は、軸体131の上下方向両端部にこの軸体131を中心として水平方向に
回動可能にそれぞれ設けられ左引戸51が閉位置に位置した状態時には先端側が取付体132
に接近した接近状態となり左引戸51が開位置に位置した状態時には先端側が取付体132か
ら離反した離反状態となる回動体136と、この各回動体136に設けられ対応するガイドレー
ル36，37に沿って左右方向に走行する被ガイド体137と、軸体131の上下方向両端部に各回
動体136に対応して設けられ対応する回動体136を接近状態となるように取付体132側に向
けて付勢する付勢手段であるねじりコイルばね138とを有している。
【００５６】
　すなわち、図１７に示されるように、１本の軸体131の上端部に回動可能に設けられた
上側の回動体136には、上側のガイドレール36に係合してこのガイドレール36に沿って左
右方向に走行する上側の被ガイド体137が設けられ、また軸体131の下端部に回動可能に設
けられた下側の回動体136には、下側のガイドレール37に係合してこのガイドレール37に
沿って左右方向に走行する下側の被ガイド体137が設けられている。
【００５７】
　ここで、上側の回動体136および被ガイド体137と、下側の回動体136および被ガイド体1
37とは、上下対称に構成されている点が異なるのみで基本的構成は同一であるため、以下
、下側の回動体136および被ガイド体137を中心に説明する。なお、上下のねじりコイルば
ね138はいずれも軸体131の端部外周側に配設され、各ねじりコイルばね138の一端側が取
付体132に当接し他端側が回動体136に当接している。
【００５８】
　回動体136は、図１８ないし図２３に示されるように、例えば取付体132よりやや長い略
矩形板状のもので、基端部が軸体131の上下方向端部に回動可能に取り付けられ、先端部
に被ガイド体137が設けられている。回動体136の基端部周面には、図２０および図２３に
示すように、それぞれが球形状の一部と嵌合する形状をなす同一形状の接近状態用凹部14
1および離反状態用凹部142が形成されている。これら接近状態用凹部141および離反状態
用凹部142は、軸体131の軸芯を中心とする仮想円上に間隔をおいて並んで位置している。
また、回動体136は、上下に互いに離間対向する水平状の上下一対の対向板部143を先端部
に有し、各対向板部143には貫通孔144が上下面に貫通して形成されている。
【００５９】
　被ガイド体137は、回動体136の先端部に昇降可能に設けられた上下方向に沿った軸状の
昇降部材146と、昇降部材146の上下方向端部である下端部に設けられ対応するガイドレー
ル37と係合してこのガイドレール37に沿って左右方向に走行する被ガイド部材147と、昇
降部材146を対応するガイドレール37側である下方に向けて付勢する付勢部材である圧縮
コイルばね148とを有している。昇降部材146は、回動体136の両対向板部143の貫通孔144
に挿通された軸部149と、この軸部149の上端部に設けられた抜止め部150とにて構成され
ている。そして、軸部149の下端部に被ガイド部材147が取り付けられ、また昇降部材146
の軸部149のうち両対向板部143間に位置する部分の外周側に、圧縮コイルばね148が配設
されている。
【００６０】
　さらに、同調機構55は、各回動体136ごとに設けられ左引戸51が閉位置に位置した状態
時には対応する回動体136を接近状態に位置決めしかつ左引戸51が開位置に位置した状態
時には対応する回動体136を離反状態に位置決めする位置決め手段151を有している。
【００６１】
　この位置決め手段151は、左引戸51が閉位置に位置した状態時には接近状態用凹部141と
嵌合により係脱自在に係合しかつ左引戸51が開位置に位置した状態時には離反状態用凹部
142と嵌合により係脱自在に係合する球形状の位置決め体152と、この位置決め体152を回
動体136の基端部側に向けて付勢する付勢体である圧縮コイルばね153とを有している。
【００６２】
　圧縮コイルばね153は取付体132の内部に形成された収納部155に収納され、この圧縮コ
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イルばね153と回動体136の基端部との間に位置決め体152が配設されている。位置決め体1
52は、その一部が収納部155の開口面155aから突出した状態となって凹部141，142と係合
する。
【００６３】
　なお、図１に示されるように、左引戸51の前面右端部および右引戸52の前面左端部には
、取手128が設けられている。
【００６４】
　次に、上記収納装置１の作用等を説明する。
【００６５】
　図２、図６および図１４に示すように、収納装置本体４の前面開口部２の全閉鎖時には
、両引戸51，52は、左右方向に沿った姿勢で閉位置に位置して左右フラット状態となって
いる。
【００６６】
　この状態では、左案内体57および右案内体58はいずれも前後方向に沿った状態で互いに
平行に位置し、左案内体57の後側軸82は左長孔部66の左端に位置し、右案内体58の後側軸
92は右長孔部68の左端に位置している。また、引戸取付体101の水平ローラ113，114は上
ガイドレール26，27の円弧状ガイド部29，31の後端に位置している。さらに、左右の同調
機構55に関しては、図１８ないし図２０等に示すように、上下の回動体136が球形状の位
置決め体152の一部と接近状態用凹部141との係合により所望の接近状態に位置決めされ、
また上下の被ガイド体137の被ガイド部材147がガイドレール36，37と係合している。
【００６７】
　そして、例えば収納装置本体４の前面開口部２の左半部を開口させる場合、操作者は、
取手128を把持し、引張コイルばね121の付勢力に抗して左引戸51を手前に引く。
【００６８】
　すると、図３、図７および図１５に示すように、左引戸51は、前方に移動しながら回動
して左右方向に沿った姿勢から左右方向に対してやや傾斜した傾斜姿勢に姿勢変更する。
【００６９】
　すなわち、上走行ユニット53の引戸取付体101の水平ローラ113，114が上ガイドレール2
6，27の円弧状ガイド部29，31に沿って走行することにより、引戸取付体101，126が左引
戸51と一体となって前方に移動しながら回動する。
【００７０】
　この際、停止状態の走行体56に対して左案内体57が前側軸59を中心として後側軸82が左
長孔部66に沿って移動するように右方向に回動し、引戸取付体101の左ローラ102がその回
動中の左案内体57の案内溝部83に沿って前方に走行し、かつ、停止状態の走行体56に対し
て右案内体58が前側軸60を中心として後側軸92が右長孔部68に沿って移動するように右方
向に回動し、引戸取付体101の右ローラ103がその回動中の右案内体58の案内溝部93に沿っ
て前方に走行する。このため、引戸取付体101は、左引戸51の重量を受けているにも拘ら
ず、左右のローラ102，103の回転により左右の案内体57，58に沿って前方にスムーズに走
行し、引戸取付体101の円滑な動きが得られる。
【００７１】
　またこの際、同調機構55の上下の回動体136が取付体132に対して軸体131を中心として
回動し、位置決め体152の一部が圧縮コイルばね153の付勢力に抗して接近状態用凹部141
内から抜け出す。
【００７２】
　続いて、操作者は、取手128を把持したまま、左引戸51を右側に動かす。すると、図４
、図８および図１６に示すように、左引戸51は、前方に移動しながら回動して左右方向に
沿った姿勢に復帰した後、開位置まで右方向に移動し、その結果、両引戸51，52が前後方
向に重なり合った引き違い状態となり、前面開口部２の左半部が開口する。
【００７３】
　すなわち、引戸取付体101の水平ローラ113，114が上ガイドレール26，27の円弧状ガイ
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ド部29，31および直線状ガイド部28，30に沿って走行するとともに走行体56がガイドレー
ル21，22に沿って走行しかつ同調機構55の被ガイド部材147がガイドレール36，37に沿っ
て走行することにより、引戸取付体101，126が左引戸51と一体となって前方に移動しなが
ら回動した後、右方向に移動する。
【００７４】
　この際、走行中の走行体56に対して左案内体57が元の前後方向に沿った状態になるまで
左方向に回動し、引戸取付体101の左ローラ102がその回動中の左案内体57の案内溝部83に
沿って前方に走行し、かつ、走行中の走行体56に対して右案内体58が元の前後方向に沿っ
た状態になるまで左方向に回動し、引戸取付体101の右ローラ103がその回動中の右案内体
58の案内溝部93に沿って前方に走行する。このため、引戸取付体101は、左引戸51の重量
を受けているにも拘らず、左右のローラ102，103の回転により左右の案内体57，58に沿っ
て前方にスムーズに走行し、引戸取付体101の円滑な動きが得られる。
【００７５】
　また、同調機構55によって左引戸51の上端部と下端部とが同調され、左引戸51の上端部
と下端部とが同じ動きをする。そして、左引戸51が右側へ移動して開位置に位置した状態
では、図２１ないし図２３等に示すように、上下の回動体136は、球形状の位置決め体152
の一部と離反状態用凹部142との係合により所望の離反状態に位置決めされている。
【００７６】
　なお、前面開口部２の左半部を閉鎖する場合は、左引戸51を操作して閉動作を行なわせ
、この閉動作終期時には、上述の開動作初期時と同様、引戸取付体101は、左右のローラ1
02，103の回転により左右の案内体57，58に沿って後方にスムーズに走行し、引戸取付体1
01の円滑な動きが得られる。なお、前面開口部２の右半部を開閉する場合は、右引戸52を
操作すればよい。
【００７７】
　そして、このような収納装置１によれば、左右の同調機構55は、引戸51，52が閉位置に
位置した状態時には取付体132に接近した接近状態となり引戸51，52が開位置に位置した
状態時には取付体132から離反した離反状態となる上下の回動体136と、各回動体136に設
けられ対応するガイドレール36，37に沿って走行する上下の被ガイド体137と、回動体136
を接近状態となるように付勢する上下のねじりコイルばね138とを有するため、この同調
機構55によって引戸51，52の動作時に引戸51，52の上端部と下端部とを同調させることが
できかつ引戸51，52のバタつきを防止でき、よって引戸51，52の操作性の向上を図ること
ができ、しかも、引戸51，52を開位置まで適切に開動作させることができる。
【００７８】
　また、同調機構55の位置決め手段151にて引戸51，52が閉位置に位置した状態時には回
動体136を接近状態に位置決めできかつ引戸51，52が開位置に位置した状態時には回動体1
36を離反状態に位置決めでき、引戸51，52のバタつきを効果的に防止できる。
【００７９】
　さらに、同調機構55の被ガイド体137が昇降部材146、被ガイド部材147および圧縮コイ
ルばね148を有する構成であるから、例えば引戸51，52を収納装置本体に組み付ける際等
に、引戸51，52に取り付けた同調機構55を上下対をなすガイドレール36，37間に容易に装
着できる。
【００８０】
　また、同調機構55の軸体131は引戸51，52の後面に取付体132および支持体133を介して
固定して取り付けられているため、軸体131に無理なねじりモーメントが作用することも
なく、軸体131のねじり変形等を防止できる。
【００８１】
　さらに、収納装置本体４の下板12の下面と床面等の被載置面との間にスペースが不要で
、収納空間部３を大きくでき、また、収納装置本体４を吊るして設置する場合には下板12
の下面に金属が露出せず見栄えが良い。
【００８２】
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　また一方、走行体56に左右方向に回動可能に取り付けられた左案内体57および右案内体
58と、左案内体57に沿って前後方向に走行する左ローラ102および右案内体58に沿って前
後方向に走行する右ローラ103を有する引戸取付体101とを備える構成であるため、引戸51
，52の開動作初期時および閉動作終期時に、引戸取付体101の円滑な動きを得ることがで
き、引戸51，52の操作性の向上を図ることができる。
【００８３】
　また、引戸取付体101の左ローラ102は左案内体57の断面略Ｃ字状の案内溝部83内に回転
可能に嵌合され回転しながらその案内溝部83に沿って前後方向に走行し、引戸取付体101
の右ローラ103は右案内体58の断面略Ｃ字状の案内溝部93内に回転可能に嵌合され回転し
ながらその案内溝部93に沿って前後方向に走行する構成であるため、左ローラ102および
右ローラ103が案内溝部83，93内から外側方に抜け出ることがなく、しかも、左ローラ102
および右ローラ103の回転走行によって引戸取付体101のより一層円滑な動きを得ることが
できる。
【００８４】
　なお、上記実施の形態では、左右一対の引戸51，引戸52を備えた構成について説明した
が、例えば１つの引戸或いは３つ以上の引戸を備えた構成等でもよい。
【００８５】
　また、上前ガイドレール26の円弧状ガイド部29は、例えば図２４に示すように、上後ガ
イドレール27の円弧状ガイド部31より大きな曲率半径のものでもよい。具体的には、円弧
状ガイド部29の曲率半径を円弧状ガイド部31の曲率半径の５～７．５倍とするのが好まし
い。
【００８６】
　さらに、ガイドレール26，27が円弧状ガイド部を有さず、例えば左右方向長手状の直線
状ガイド部と、この直線状ガイド部の左右方向両端部に連設された前後方向やや長手状の
前後ガイド部とを有する構成でもよい。この構成では、引戸51，52は、左右方向に対して
やや傾斜した傾斜姿勢とはならず、常に左右方向に沿った姿勢で開動作および閉動作を行
なう。
【００８７】
　また、同調機構55は、例えば軸体131の上下方向両端部に回動可能に設けられた取付体1
32と、軸体131の上下方向両端部にこの軸体131を中心としてこの軸体131とともに回動可
能に設けられた回動体136と、この各回動体136に設けられた被ガイド体137とを有した構
成等でもよい。
【００８８】
　また、例えば操作者が把持する取手128を左引戸51の前面左端部および右引戸52の前面
右端部に設けた構成等でもよく、また例えば引戸51，52の前面に凹状の取手部を形成した
構成等でもよい。
【００８９】
　さらに、例えば図２５（ａ）および（ｂ）に示すように、引戸51，52の閉動作終期時に
、上走行ユニット53の緩衝手段122と協働して引戸51，52の閉動作速度を徐々に減少させ
るガススプリング等の緩衝手段（ダンパー装置）161を同調機構55の下側の回動体136に設
けた構成でもよい。緩衝手段161は、下側の回動体136に固設された本体部162と、この本
体部162内に対して出入りするロッド部163とを有している。そして、緩衝手段161のロッ
ド部163は、引戸51，52の閉動作終期時に被当接部である側板13，14の内面に当接してそ
の内面に摺接しながら本体部162内に徐々に入り込む。
【図面の簡単な説明】
【００９０】
【図１】本発明の一実施の形態に係る引戸装置を備えた収納装置の上方斜視図である。
【図２】同上収納装置の開口部の全閉鎖時の上方斜視図である。
【図３】同上収納装置の左引戸の開動作初期時の上方斜視図である。
【図４】同上収納装置の開口部の開口時の上方斜視図である。
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【図５】同上収納装置の開口部の全閉鎖時の下方斜視図である。
【図６】同上収納装置の開口部の全閉鎖時の平面図である。
【図７】同上収納装置の左引戸の開動作初期時の平面図である。
【図８】同上収納装置の開口部の開口時の平面図である。
【図９】同上収納装置の上走行ユニットの上方斜視図である。
【図１０】同上の上走行ユニットの下方斜視図である。
【図１１】同上の上走行ユニットの分解斜視図である。
【図１２】同上の上走行ユニットの背面視断面図である。
【図１３】同上の上走行ユニットの側面視断面図である。
【図１４】同上の上走行ユニットの開口部の全閉鎖時の平面図である。
【図１５】同上の上走行ユニットの左引戸の開動作初期時の平面図である。
【図１６】同上の上走行ユニットの開口部の開口時の平面図である。
【図１７】同上収納装置の同調機構の全体斜視図である。
【図１８】同上同調機構の回動体の接近状態時の斜視図である。
【図１９】同上同調機構の回動体の接近状態時の背面図である。
【図２０】同上同調機構の図１９のＡ－Ａ断面図である。
【図２１】同上同調機構の回動体の離反状態時の斜視図である。
【図２２】同上同調機構の回動体の離反状態時の背面図である。
【図２３】同上同調機構の図２２のＢ－Ｂ断面図である。
【図２４】上前ガイドレールの円弧状ガイド部の曲率半径を上後ガイドレールの円弧状ガ
イド部の曲率半径より大きくした変形例を示す平面図である。
【図２５】（ａ）および（ｂ）は緩衝手段を下側の回動体に設けた変形例を示す断面図で
ある。
【符号の説明】
【００９１】
　２　　開口部である前面開口部
　５　　引戸装置
　36，37　　ガイドレール
　51　　引戸である左引戸
　52　　引戸である右引戸
　55　　同調機構
　131 　軸体
　132 　取付体
　136 　回動体
　137 　被ガイド体
　138 　付勢手段であるねじりコイルばね
　141 　接近状態用凹部
　142 　離反状態用凹部
　146 　昇降部材
　147 　被ガイド部材
　148 　付勢部材である圧縮コイルばね
　151 　位置決め手段
　152 　位置決め体
　153 　付勢体である圧縮コイルばね
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